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緒 言

過去8年 問にわたる 「ミズナラ用材林作業法に閑する研究」は,主 としてミズナラ構造材生産

林の構成単位となる単位林分の造成に関する研究であったが,昭 和46年 度か らは,従 来の研究

を,つ ぎのような目的を竜つ研究に発展的に解消した。

すなわち,一 定の森林 において,ミ ズナラ櫨造用素材が採材できるような形質を具備 した ミズナ

ナラ立木を夢毎年,ほ ぼ均等に保続収殺で養るよう海生産組績を明らかにするとと電に,ほ ぼ全

躰にわた って ミズナラ林が純林状態で既存 し,か つ名・林分が組織化港れていない配置状態になっ

ているミズナラ天然生林を,ミ ズナラ構造材の保続生産鉢へ誘導する技術的方法を明らかにする

ことを羅的とする○

ただし,本 研究に語いては,ミ ズナラ構造用素材の採材が可能な形質を具仁 したミズナラ主伐

収雛木を,毎 年,ほ ぼ均等に育成するまでの育林辺程を主 として対象にする亀のであって,毎 年筆

ほぼ均等に育成された主伐収穫木の伐倒に{まじま夢,ミ ズナラ韓這用素材そ○ 竜のを,毎 年,ほ 唖

ぼ均等に売郵地へ輪送するぽでの伐出逼程については,育 林過餐 と密接な闘述性のある蔀分すな

わち主伐収仁木の伐倒および伏採颪(更 新面)外 部へO搬1撫 こ附随的にふれる程彦乏にとどめるも

のとする。

以上の ような研究の舜展的解消にともなって,研 究懸 目む,昭 和46年 度からは 「ミズナラ構i

造材生産林の生鷺組識に欝する研究」に変更することにした。これは,従 来○単位林分○造成に

関する研究を今後とも継続する一方,そ れと並行 して単位恭分○集合体である全林の生産組織に



関 す る研 究 もす す め て ゆ くこ とを意 味 す る もの で ある ○

昭和46年 度 に お い て は,ま ず こ の発 展 的 に 解 消 さ れ た研 究 の長 期 計 画 を た て た が,そ れ に 竜

とつ く本 年 度 の 研 究 経 過 を報 告 す る とっ ぎの とお りで ある 。

1ミ ズ ナ ラ林 分 結 実 量 の調 査

1969年 ま で は8林 分の 結 実量 調 査 を行 な っ て きた が,1970年 以 降 はそ の うち の ほぼ 主

伐 期 に達 して い る2林 分 を対 象 と して 調 査 して い ろ。 そ こ て,こ の2林 分 の本 年 度 ま で に おけ る

調 査 結 果 を 示 す と図 一1の とお りで あ る。

IIミ ズ ナ ラ林 の基 準 的 間 伐 技術 体 系 の 想 定

ミズ ナ ラ林(ミ ズ ナ ラ構 造材 生産 林)を 対 象 とす る間 伐 技 術 の 基 準 的 休系 を 想 定 し,さ らにそ

れ を 現 実林 へ 適 用 す る基 準 的 方 法 を 明 らか に した。 なお,こ の 内 容 は援 口誌 「北 方林 業 」 に投 稿

した の で,こ こで は,想 定 した 門 伐技 術 体 系 の み を報 告 す るに と ど めた い 。

基 準 的 間 伐技 術 体 系 を 想 定 す る に あ た っ て は,つ ぎの よ う な条 件 を前 捉 と したQ

1)間 伐法(間 伐型 式)と して は,上 層 間 伐 法 を採 用す る

2)間 伐 施 行 方 式 と して は,適 正 上 層 木 本 数 に も とつ く定 量 間 伐 方 式 を基 本 とす る 。 な お,そ の

適 正 上 層 木 本 数 は,図 一2の 本 数 減 少 曲線 で 示 さ れ て い る本 数 とす るe

5)間 伐 強 度 は,上 層 木 のみ を対 象 と した 本 数間伐 率(%)で 表 わす もの とす る 。

4)間 伐 開 始 林 令 は,55年 生 と し,そ の と きの林 分縞 成 は 表 一1に 示 す とお り とす る 。

5)55年 生 以 降 に形 成 され る無 節 材 部 分 の 均 等 な年 輪 幅 は1.8rcnと す る 。 したが っ て,年 直 径

生 長 量 と して は5.6mmと す る こ とに な る。

6)伐 期 令 は,150年 と し,そ の と きの 目標 とす る主 伐 木 林 分 構 成 は表 一1に 示 す とお り とす

る0

7)間 伐 間 隔年 数 は ・ 間 伐 対 象林 分 の林 令 の10位 の 数 字 に,間 伐 初 鳳(お い て は2を 加 え た数

値 と し,そ れ以 降 は5を 加 え た 数値 とナ る 。

以上 の 前提 条 件 を 総 括 し「=・間 伐技 術 体 系 を 想 定 す る と表 一2に 示 す とお りで あ る。 す たわ ち,

一 定 の林 分 を単 位 と して概 括 的 にみ る と
,55年 生 か らiJ70年 生 ま で の95年 間 に わ た り,5

～14年 の 間 隔年 数 で
,12・0～20・5%の 範 囲 の強 度 に よ り,合 計11回 の適 正 上 層木 本数 に

屯 とつ く上 層 間伐 を施 行 す る 間 伐技 術 体 系 で あ る ・ これ は,長 伐期 で ある こ とに 閤連 して
,生 長

期 問 の長 期 に わ た る 弱度 。多間 伐 技 術 体 系 で あ る といえ よ う。



図一 葉 年次と林分結実量の関係



図一2ミ ズナ ラ構造材生産林分の本数減少予想曲線

注)o印 は・間伐林令の本数を示す。



表一a間 伐開始期(55年 生)お よび主伐期(150年 生)に おける目標林分構成

表一2想 定間伐技術体系(上 層木のみを対象)



頂 ミズナラ林に適用すべき生産組織の検討

ミズナラ林のみに限定せず,ミ ズナラを含む北海道産有用広葉樹の天然生林を対象 として,そ

の林相を改良 しながら保続生産林へ誘導 し,ミ ズナラをはじめとする広葉樹の保続 。育成をはか

る生産組織にっいて検討し,「 舌状細胞式皆伐作業法」を案出した。なお,'この内容は 「九大演

集第25号 」に発表するので,こ こでは,そ の案出した作業法の概要のみを報告するにとどめる

屯のとする。

(繧)「舌 状細胞式皆伐作業法」は,天 然更新による小伐区皆伐法を基軸 とし,そ れに林道網と

の関連性を重視するとと竜に,森 林の公益的機能の保持を配慮 して森林組織化をはかるものであ

る◇

(2)等 高線沿いに基準勾配5%の 林道(以 下,等 高線林道とい う)を,山 腹斜面に100m間

隔の斜距離(移 動式簡易クレーンの有効集材距離にもとついて決定)で,図 一5に 示すような流

水方向になるように配慮して開設する。

(5)等 高線林道を上下に連絡する林道(以 下,上 下連絡林道とい う)を,図 一4に 示すように

作業級内にk・けるそれぞれの小流域の出口部輸よび臭部の両斜面に,最 急勾配16%で 計4路 線

開設するo

(4)単 位伐区は,図 一5に 示すように,小 尾根の嶺線をほぼ中心としてその山腹斜面の下方は

等高線林道に接 し,他 の5方 は強固な細飽膜に相当する保護樹帯(幅59m)に よって抱護され

て,そ の形状は舌状を呈する結果 となるc

(5)舌 状単位伐区は,図 一6に 示す ように,5ha以 下になるように必要数だけ等高線沿いに違

結されて年伐区に組織化される。

(6)年 伐区は,等 高線沿いに数個連結されて不完全伐採列区に組織化されるo

(7)不 完全伐採列区は,図 一4に 示すように,作 業級内の小流域を奥部上下連絡林道によって,

左斜面 ・奥斜面の5斜 面に分割するとともに,そ れぞれの一斜面を等高線林遵によって数段に分

割 して構成される。

(8)不 完全伐採列区を単位とする伐採一更新の着手歴序は,つ ぎのような原Pllにしたが うもの

とする。な誇,具 体的な例示は図一4の と論 夢であるo

1)同 一山腹斜面においては,最 上部から着手ナること。

2)同 一山腹斜面に慶いて,上 部→中部→下部と躰 う順序で連続して着手 しないこと。

5)一 作業級が2以 上の小流域によって構成されている場合には,同 一一小流域内で辻続 して着手

しないことo

(9)収 穫予定法は,輪 伐期150年,1分 期10年 とナる面積平方法を基本 とし,年 伐量の査



図 一1等 高線 林道 の路 線選定方 法
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(尾 根)

図一5単 位伐区の分面法の模式図(一 山腹斜面に5路 線の場合)
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定にあたっては融通性をもたせるo

(10)年 伐区林分の造成法は,皆 伐天然更新法によって更新 し,表 一1に 示す ような主伐林分

(450年 生で,§ 標樹種 としては ミズナラ以外の広葉樹 屯含む)を 穏標 として,表 一2に 示す

ような間伐技術を施行することを基本とする。

IVミ ズナラ天然生林の構造材保続生産林への誘導試験林の設定

ほぼ全林にわたって ミズナラ林が純林状態で既存し,か つ各林分が組織化されていない配置状

態になっている ミズナラ天然生林を,ミ ズナラ構造材の保続生産林へ誘導する技術的実践方法を

明らかにすることを§的 として,「 ミズナラ天然生林の構造材保続生産林への誘導試験林」を設

定 したo

肇.試験林の概況

試験林の位置は,図 一一7V(示 すように九大北海道演習林第8論 よび9林 班のそれぞれ一部であ

って,総 顧積は約20Blnで あり,こ の全林を一作業級と想定する。この試験林内には既往の針

葉樹お よび広葉樹の人工造林地は含まれて齢らず,全 林 としては ミズナラが大部分を占め,幼 令

壮令 。老令の優良林分お よび不良林分が組織化されていない配置状態で混在 しているo

地形にっいてみると,山 腹網面の下部は20。 前後の急傾斜地になっているが,山 腹斜面の中部

以上では於瘡むね15.以 下の緩傾斜地 となって幼,8-9林 班界か大屋根 となって8林 班側

および9林 班側の両斜面へ小尾根が分岐下向 している。

像 誘導の基本的実践方法

舌状細胞式皆伐作業法の適用によって.ほ ぼ一定量の保続生産が一応軌遡 このつた段階に鮒

る保続生産林を塞本的目標林 として,舌 状細胞式皆伐作業法における 保続生産林への誘導技術過

程を一部修正して応用することにより,こ の試験林の誘導実践をすすめてゆ くことにする。

なお,そ の一部修正の主要点としては,舌 状細胞式皆伐作業法の誘導過程においては,輪 伐鵜

358年,4分tlMg年 とする面積平方法を収穫予定法の基本 としているのに対 し,こ の誘導試

験においては,輪 伐期150年,1経 理期10年,1令 級10年 とする令級法を基本とするよう

に修正する。この修正は,

1)全 林道網の先行閑設が,少kく とも47～49年 度中には完了する見込みであることによっ

て,全 林(た だし,番 導初期においては山腹斜面(り最上部のみ)に 点在する成熟林分の伐採一更

新をなるべく早期に施行する令級法の採用が可能であること。

2)全 林の令級構成から判断して,令 級法を採用した場合は,顧 積平方法における15o年(第

1輪 伐期に相当)の 誘導期問を,よ り短縮することが可能 と予測されること。
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に 屯とつ くものである0

5.46年 度における 林道網の選定

舌状細胞式皆伐作業法に於ける保続生産林への誘導技術過程によれば,ま ず最初に林道網の選

定が着手港れることになる。そこで,46年li月 から47年 ろ月の間にわたって,全 林を対象

とする林道網の選定を行なったoそ の選定路線の一部は,図 一7か らわかるように試験林の境界

(亀ちうん,林 道は試験林に含む)を なす ものであoて,そ れについては46年 度において すで

に開設 した。 しか しながら,図 一7に 示されていない試験林内の林道網は踏査の段階にとどまる

ものであるが,そ の総延長は,既 設路線を含めて約20㎞ と推定され,ha当 り林道密度としては

約190熱 に達する結果になるものと予測されるo

なお,試 験林内の林道網の前提となる試験林への到達林道は,46年 度に鉛いて新設加よぴ改

良(幅 員拡張 ・勾配緩和 。曲線緩和)を 行なった。 したがって,図 一7に 示す ように,ご く一部

の路線は残 しているが,そ の他の既設路線を活用すれば,試 験林への到達林道はほとんど完成し

た段階にあるo


